
令和７年２月 ４日
平素より大変お世話になっております。地元衆議院議員の村井英樹です。事業者の皆様向

けの新たな対策が措置されましたので、お知らせ致します。是非ご活用下さい。

１．【新事業進出補助金】（経産省） ４ ～新規事業への挑戦を支援～
これまで事業で培ってきた技術やノウハウを活かして、新たな事業に挑戦される場合、

建物の建設費や機械の導入費など、新事業立ちあげに要する経費を 補助します。
補助上限額は、従業員数ごとに異なり、賃上げを行った場合、上乗せとなります。
・従業員数 人以下 万円（ 万円）
・従業員数 人～ 人 万円（ 万円）
・従業員数 人～ 人 万円（ 万円）
・従業員数 人以上 万円（ 万円）
公募の詳細は現在調整中で、 月末までには詳細が発表される予定です。

２．【中小企業省力化投資補助金（カタログ型）】（経産省） ５
～「カタログ方式」の簡易な申請手続きで、人手不足解消に効果のある投資を支援～
自動清掃ロボット、自動配膳ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、

測量機、無人搬送車など、カタログに掲載された業界ごとの汎用製品の導入を 補助し
ます。カタログは補助金 （ ）から確認い
ただけます。掲載製品は、随時追加予定で、前回案内時から多数追加されています。
補助上限額は、従業員数ごとに異なり、賃上げを行った場合、上乗せとなります。
・従業員数 名以下 万円（ 万円）
・従業員数 ～ 名 万円（ 万円）
・従業員数 名以上 万円（ 万円）
申請は随時受け付けております。

３．【中小企業省力化投資補助金（一般型）】（経産省） ６
～現場に即したオーダーメイド型の設備導入で、人手不足解消を目指す取組を支援～
工程の効率化を目指すため、現場の事情に応じて構築した設備・システムを導入する

際、 ～ を補助します（従業員の数に応じて上限 万円～ 億円）。
例えば、製造業の現場で、最新の 技術とカメラを組み合わせた自動検査装置を導入す
る際や、通販事業の現場で、倉庫管理・自動梱包システムをオーダーメイドで開発する際
などにご利用いただけます。
こちらは 月中旬ごろ公募開始予定となっています。
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４．【 ＆ 支援税制】（経産省） ７ ～ ＆ に要した費用の損金算入～

中小企業・中堅企業による ＆ を支援するため、準備金制度を拡充。従来制度では、
中小企業が ＆ を行う際、そのために要した費用の を、その年の損金に算入でき、
年間の据え置き期間の後、その額の ずつ 年間にわたり益金に参入するという仕組
みでした（中堅企業は対象外）。これを拡充し、 回目の から 年以内に 回目の
＆ を実施する場合は、要した額の ％を損金算入でき、 年間の据置とし、さらに、
回目以降の を実施する場合は を損金算入できる仕組みとしました。中堅企業
は 回目の は対象になりませんが、 回目以降の は対象となります。

５．【ものづくり補助金】（経産省） ８
～新しい製品・サービス開発を行い、付加価値を生み出す取組を支援～
革新的な新製品・新サービスの開発により高付加価値化を目指すため、新たな設備・シ

ステムを導入する際 ～ を補助（従業員数に応じて上限 万円～ 万円）。
公募の詳細は 月末までに公表予定となっています。
なお、これまで、補助金を受給して 年以内に利益が出た場合、一部収益を国に返還す
る仕組みがありましたが、今回からこの収益納付はなくなり利用しやすくなっています。

６．【 導入補助金】（経産省） ９ ～ビジネスにおける ツールの導入を支援～
「勤怠管理ツール」や「会計・受発注・決済ツール」、「セキュリティソフト」など、

ビジネスにおける ソフトを導入する際、 を支援。また、インボイス対応のため会
計・決済ツールとともに やタブレット、レジ・券売機を導入する場合、ハードツール
も補助対象となります。公募の詳細は 月末までに公表予定となっています。

７．【小規模事業者持続化補助金】（経産省） ～小規模事業者による販路開拓を支援～
小規模事業者の方が、新たな販路を開拓するため、新商品を開発したり、サービスを

するためのリーフレットを作成したりする経費等を （上限 万円）補助。公募の詳細
は 月末までに公表予定となっています。

８．【「さいコイン」と「たまポン」】（さいたま市） ～さいたま市のデジタル地域通貨～
ペイペイのように、スマホを使って決済できるデジタル地域通貨です（現在アプリのダ

ウンロード数は 万人、加盟店舗数は約 店舗）。
店頭で利用できるようにしたい事業者の方はこちらからお申込みください。

令和７年２月 ４日
何かございましたらお気軽に村井英樹事務所にご連絡下さい。迅速に対応させて頂きます。

【お問合せ先】
浦和区の方 （担当：相馬 、尾﨑 ）
緑区の方 （担当：石井 ）
見沼区の方 （担当：舟本 ）
岩槻区の方 （担当：相馬 ）
その他の地域の方（担当：二宮 ）
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※1 認定からM&A実施までの期間を短縮できるよう、計画認定プロセスを見直し。
※2 簿外債務が発覚した等により、減損処理を行った場合や、取得した株式を売却した場合等には、準備金を取り崩し。
※3 産業競争力強化法において新設する認定を受けることが要件。（拡充枠は過去５年以内にM＆Aの実績が必要）
※4 中堅企業は２回目以降のM＆Aから活用可能。

＜グループ化に向けた複数回のM&A＞

【益金算入】
【損金算入】

②据置期間
（５年間）

積
立

①中小企業による
株式取得価額の
70%までを積立

特定中堅企業者・中小企業者の複数回M&Aを後押し※3,4
①積立率の上限拡大
（2回目90%・

3回目以降100%）

②据置期間の
大幅な長期化
10年間

【現行制度※1,2】

【拡充枠】

中小企業事業再編投資損失準備金
（黒：現行制度、赤：新設枠）

B社 D社

D株B株

中小 中堅 大企業

グループ一体での成長を実現

株式取得

C社

C株

A社
成長志向を有し、優れた経営を行う企業

２回目 ３回目・・１回目

据置期間後に取り崩し

５年間均等取崩

経営資源を集約化し賃上げに繋げるグループ化税制の創設
（中小企業事業再編投資損失準備金の拡充及び延長）

⚫ 成長意欲のある中堅・中小企業によるグループ化を集中的に後押しする観点から、準備金制度を中堅企業
も対象に、複数回のM&Aを行う場合の積立率をM&A2回目90%、3回目以降100％に拡大するとともに、
据置期間10年に大幅長期化する新たな枠を創設。

1

事業の詳細はこちら
（経済産業省HP）
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加盟店参加資格

事業概要

加盟店申込

取扱加盟店の登録資格は、当該事業に参加を希望するさいたま市内の店舗(事業所)とし、次に掲げるものが営業するものを除く。

(1)市外店舗等
    (市外の店舗及び移動販売など営業場所が固定されておらず、主たる営業所が市外である場合をいう)
(2)風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第2条に規定するもの
(3)さいたま市暴力団排除条例(平成24年さいたま市条例第86号)第2条第1号に掲げる暴力団又は第2条
　第２号に掲げる暴力団員と密接な関係を有すると認められるもの
(4)公営賭博の営業(支払い)に関わるもの
(5)特定の宗教または政治団体と関わるもの
(6)公序良俗に反するもの
(7)運営団体が不適当と認めるもの

責務等次に掲げる事項について、遵守していただきます。
(1)利用者が地域通貨を持参したときは、地域通貨額面分の商品の販売やサービス等の提供を行うこと。
(2)加盟店であることが明確になるよう、ステッカー、QRコード、ポスターを使用者の見やすい場所に掲示すること。
(3)店舗専用のQRコードを読み取るように案内をし、読み取り後、購入金額を入力するように案内を行うこと。
　 支払い完了画面はしっかり確認すること。
(4)偽造等の不正使用の疑いがあるときは、受け取りを拒否するとともにその事実を速やかに警察へ通報すること。
　 また、その旨「株式会社つなぐ」にも報告すること。
(5)チャージした地域通貨での直接換金及び商品仕入れ等への使用は行わないこと。
(6)運営団体が行う調査へ協力をすること。
(7)本事業加盟店規約を遵守するとともに、運営団体からの指示に従うこと。
(8)本事業の運営に協力すること。

事 業 名：さいたま市デジタル地域通貨「さいコイン」・「たまポン」発行事業
運営団体：株式会社つなぐ　さいたま市浦和区

本事業はさいたま商工会議所をはじめとした地元経済団体や企業等および
さいたま市が出資して設立した地域商社「株式会社つなぐ」が運営します。

●「さいコイン」発行事業者：イオンフィナンシャルサービス株式会社　東京都千代田区

●「たまポン」発行団体：株式会社つなぐ　さいたま市浦和区

● 注意事項
　 ・「さいコイン」・「たまポン」はデジタル版のみの発行です
     ・売上金の振込口座は原則、①埼玉りそな銀行 ②武蔵野銀行 ③埼玉縣信用金庫 ④イオン銀行のいずれかの登録が必要です

お申し込み（WEBフォーム） https://www.home.saitama-tsunagu.com/partner/

加盟店規約 https://www.home.saitama-tsunagu.com/terms/
※加盟店規約に同意がないと本事業に参加いただけませんので内容をご確認の上お申し込みください。

※加盟店規約全文を公式サイトにてご確認ください。
※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
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